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■２１年度計画

年 年度

人

年 年度

人

年度 年度

年度 年度

件

千円

千円 千円

■局施策に対する担当局の評価

■担当局の評価に対する意見（財政局・企画文化局）

適切な評価 下記のとおり

現状
値

1,879人
実績

平成20年

達成度

達成度

実績

現状
値

子どもの健やかな成長を支える仕組みの整備

大項目

子どもの健やかな成長を支える仕組みの整備

目標
値

現状値

計画

担当局／
総務担当課名

Ⅰ-1-(4)-①

実績

５８２－２５５０

子ども家庭政策課

C時点：22. 7月

●

A時点：－ B時点：-

子ども家庭局

C

局名 子ども家庭局

非行などから子どもを守る環境づくり

施
策
の
概
要

何（誰）をどのような状
態にしたいのか。 家庭・地域・学校・行政等の連携により、社会全体で子どもを見守り、子どもを健やかに育む環境づくりをすすめます。

その結果、実現を目
指す取組みの方針名

成果指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

21年度評価

事業費 18,877

うち一般財源

　　A時点　－
　　B時点　－
　　C時点　22.7月【21年度：執行額】

局施策の
　評価

成果指標の結
果を踏まえ、
構成事業の評
価結果なども
考慮し評価を
行う。

13,629

【局施策評価】　　Ａ：大変良い状況にある　 　Ｂ：概ね良い状況にある　　Ｃ：概ね良い状況とまでは言えない　　Ｄ：不十分な状況にある

目標値

平成２６年度

目標
値

減少

平成２６年度

減少

非行などから子どもを守る環境づくりに向け、少年支援室では、年間延べ40,280件の相談に対応しました。また、平成22
年1月20日から3月31日までの間、小倉地区及び八幡地区で深夜補導を実施し、両地区合わせて559人に声を掛け帰宅
を促すなど、積極的に事業を実施しています。しかしながら、平成２２年７～８月に実施した市政モニターアンケートによ
ると、問題を抱えた子どもへの支援がしっかりと進められているかということについて、肯定的な回答が１９．７％であっ
たのに対し、否定的な回答が３１．７％であったこと、また、現在の厳しい社会経済状況において、様々な困難を抱える
若者の増加が社会問題になっていることなどから、若者の悩みを受けとめるための取り組みや、関係機関との連携の強
化などが必要と考えます。

平成２１年

計画

局　施　策　評　価　票

今後とも「家庭・地域・学校・行政等の連携による、青少年健全育成のための社会環境づくり」、「社会生活を円滑に営む上での困難を抱え
ている若者が自立できる社会環境づくり」を着実に推進するため、非行少年の立ち直りと自立を促進するための体制強化、困難を抱える
子どもや若者の総合相談窓口の設置などにより施策の強化を図ります。

今後の
局施策の
方向性

11,475

目標
値

コ
ス
ト

主な分析理由

平成２６年度

撲滅

連絡先

－

－

1,498

現状
値

31

ー

ー計画

達成度

基
本
計
画

ニートやひきこもり、不安定な雇用形態等将来を見通せない不安の中、社会生活を
円滑に営む上で様々な困難を抱えている若者の増加が社会問題となっています。
このような現状の改善のため、若者の自立支援に取り組み、その成果をはかる指
標として掲げました。

平成20年

３７人

シンナー等薬物乱用少年の検挙補導者数

福岡県のシンナー等乱用少年の検挙補導者数は、平成２０年で１６３人と依然とし
て他の都道府県と比べて多く、そのうち３７人（２２．７％）を本市の少年が占めてい
ます。このような現状を改善するためにも、青少年を取り巻く有害環境の浄化や規
範意識向上等、啓発活動の推進に取り組みます。これらの成果を図る指標として
掲げました。

刑法犯少年の検挙補導者数

本市の刑法犯少年の約７割が初発型非行であり、規範意識が希薄化しています。このような
現状を改善するためにも、街頭補導や見守り活動を強化し、社会全体で青少年を見守る体
制を整備する必要があります。これらの成果を図る指標として掲げました。

―

平成２６年度

構成事業にかかった
人件費の目安(21年度）

平成 21 年度実施施策

社会生活を円滑に営む上での困難を抱えている若者の割合

施　策　名

取組みの方針

人を育てる

子育て・教育日本一を実感できる環境づくり

若者向けホームページへのアクセス件数 計画 ー

インターネット等により、若者に有益な情報（就業支援等の各種施策、各種相談窓口、市の
魅力、仲間づくり等）やそれぞれの専門機関の情報等を効果的かつタイムリーに発信し、若
者をサポートする環境づくりを実施し、若者の自立支援に取り組んでいます。その成果を図
る指標として、掲げました。

現状
値

―
実績 4,587 目標

値
増加

達成度 （Ｈ22.2.22～Ｈ22.3末）

施
策
の
成
果



千円 千円

①
千円

千円 千円

②
千円

千円 千円

③
千円

千円 千円

④
千円

千円 千円

⑤
千円

千円 千円

⑥
千円

千円 千円

千円

子ども家庭局

Ⅰ-1-(4)-①

― 21年度

構成事業名

事業費

―

C時点【21年度：執行額】

平成
年度
実施施策

B時点：- C時点：22. 7月

●

　　構　成　事　業　一　覧 A時点：－

21

経費分類

裁量的経費
義務的経費

特別経費（重点）
特別経費（臨時）

13,629

事業費

局施策の
21年度評価

ア

―

―

―

―

ア裁量的経費

裁量的経費

―

―

―

ア

ア

―

―

―

ア
事業費のうち一般財源

若者のための応援環境づくりの推進

1,500

538

5,248

―

538

事業費のうち一般財源

事業費のうち一般財源

深夜補導の実施

子ども・保護者のメディアリテラシー
向上やネット監視対策に向けた取り

組み

900

施　策　名 非行などから子どもを守る環境づくり

―

ア

裁量的経費

―

裁量的経費

今後の方向性

2,988

― ２１年度

2,988

6,451

6,451

問題を抱える少年の立ち直り支援の充実

事業費のうち一般財源

事業費のうち一般財源

教育相談事業（適応指導教室を含む）

事業費のうち一般財源

少年支援室（通所施設）の運営

【事業の今後の方向性】　　ア：事業の見直しを図ることが可能　　イ：休止・廃止を検討　　ウ：現状のまま進めることが適当　　エ：終了

局施策全体のコスト
―

18,877

施策全体の事業費のうち一般財源

２１年度

【局施策評価】
Ａ：大変良い状況にある
Ｂ：概ね良い状況にある
Ｃ：概ね良い状況とまで
　　は言えない
Ｄ：不十分な状況にある

補正予算

特別経費（重点）

1,512

1,512

3,3752,140

2,140

事業にかかった
人件費の目安
(21年度)

11,475

人件費（目安）

C

1,050

3,150

1,500

―



新規 継続

○

柱

①

②

③

ー 年度

人

年度

千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

青少年を取り巻く環境が悪化・複雑化し、問題を抱えるケースが増えている中、ボランティア活動を通じ
た取り組みは有効な施策の一つであると判断されます。
今後は、家庭裁判所や子ども総合センター以外にも、福岡県若者サポートステーション、若者ワークプ
ラザ等の関係機関と幅広く連携しながら、積極的な取り組みを進めてまいります。

今
後
の
方
向
性

評価結果を検証した上で、
今後の事業の方向性（いつ
から何をどうするのか）を決
定する。

ア：事業の見直しを図
ることが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進める
ことが適当
エ：終了

ア

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切な
のか。市の関与をなくすこ
とはできないのか。

4 公的機関との連携が必要な本事業の実施に関しては、実施主体は市が適当です。

3
関係機関との連携を深めることによるネットワークの構築により、ボランティア活動者のニーズを幅広く
探ったり、それぞれのニーズに合った活動場所を開拓するなど、効率的な取り組みを進めることができ
ます。

実
施
結
果

２1年度に実施した結果、当
初計画（実施工程）に対す
る進捗状況はどうか。

家庭裁判所等の関係機関への働きかけを強化した結果、問題を抱える少年のボランティア活動ニーズの掘り起こしにつながり、
活動実績に結びつけることができました。

単
年
度
計
画

2,140 3,375

達成度

コ
ス
ト

　　A時点　－
　　B時点　－
　　C時点　22.7月【21年度：執行額】

事業費 2,140
事業にかかった

人件費の目安(21年度）

16
内容 ―

達成度

計画

－ －

平成２１年度 目標

現状
問題を抱える少年への
ボランティアプログラムの

提供

ボランティアプログラム
提供等の充実

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】
その結果、実
現を目指す施
策名と成果

施策名 非行などから子どもを守る環境づくり

何（誰）をどの
ような状態にし
たいのか。

少年支援室へ通所する等の問題を抱える少年が立ち直るきっかけとするため、ボランティア活動をはじめとしたさまざまな社会体験活動の場
を提供します。特に、青少年施設等における野外体験プログラムの提供や、問題を抱える少年が体験活動を行うための新たな受け入れ先の
開拓、少年の立ち直り支援のための関係機関とのネットワークの構築等に取り組みます。

成果

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

実
施
工
程

平成２１年度 平成２２年度

当初
計画

問題を抱える少年への
ボランティアプログラムの

提供

ボランティアプログラム
提供等の充実

Ⅰ-1-(4)-①

平成２５年度 計画変更理由

社会生活を円滑に営む上での困難を抱えている若者の割合

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に
対し、効果があったのか。

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

4
問題を抱える少年が、ボランティア活動を通じて自分を見つめ直したり他人との協調性を高めたりする
ことにより、立ち直りのきっかけをつかむことは、青少年の自立支援の面で大変有効であると考えま
す。

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施
策実現に対する影響はどう
なのか。

3 問題を抱える少年の自立支援のために、ボランティア活動を通じて自身が主体的に立ち直りのきっか
けをつかむことができる本事業は効果が高く、実施の必要性が高いと考えます。

新新子どもプラン

実
施
状
況

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

立ち直り支援のためのボランティア活動者数（延べ人数） 計画

実績
内容

子どもの健やかな成長を支える仕組みの整備

５８２－２３９２
平成２１年度実施事業

基
本
計
画

経費区分

連絡先

子ども家庭局

大項目 子育て・教育日本一を実感できる環境づくり

評
価

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得
られないか。または、同じコスト
でより高い効果を得られない
か。

事　業　評　価　票
担当局/課

平成１７年度～

青少年課

裁量的経費

問題を抱える少年の立ち直り支援の充実

関連計画

事業期間

人を育てる

平成２３年度

家庭裁判所や子ども総合センターとの連携により、青少年施設等でボランティア活動に取り組んだ少年の延べ人数を指
標として、事業の実施状況を把握します。

実績

事　業　名

主要施策 非行などから子どもを守る環境づくり

取組みの方針

うち一般財源

A時点：－ B時点：- C時点：22. 7月

●

平成２４年度



新規 継続

○

柱

①

②

③

年度

件

年度

千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

A時点：－ B時点：- C時点：22. 7月

●

－

目標

平成２４年度 計画変更理由

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

何（誰）をどの
ような状態にし
たいのか。

本事業は施策に対する有効性も高く、非行等から子どもたちを守る環境づくりを行ううえにおいて、重要
な事業の一つであると考えています。今後も目標の達成に向け、着実な取組みを進めていくことが必要
だと考えています。
また、５少年支援室は、適応指導教室としての機能を有している２室と少年補導センター的な役割を
担っている３室で機能が全く異なっているにもかかわらず、施設名称が同一で、市民にとって分かりづ
らいため、その機能が分かるよう名称変更等するなどし、適切かつ効率的な相談対応ができるように取
組む必要があると考えます。

 適切な面接・電話相談対応  適切な面接・電話相談対応  適切な面接・電話相談対応  適切な面接・電話相談対応

平成２１年度

事　業　評　価　票

連絡先

事　業　名

主要施策 非行などから子どもを守る環境づくり

８８１－４５５６
平成２１年度実施事業

関連計画

子ども総合センター子ども家庭局

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

裁量的経費

少年支援室（通所施設）の運営

経費区分子どもの健やかな成長を支える仕組みの整備

成果

市内に５室ある少年支援室のうち、かなだ・わかぞの・くろさき少年支援室では、不登校、非行等の少年を通所させながら、生活習慣の確立、
自学自習の援助を行い、学校や社会への復帰を図るとともに、家庭への支援を行っています。また、その他にも、20歳未満の少年に関する相
談や少年の健全育成を図るため、街頭補導や環境浄化、啓発活動などを実施します。

Ⅰ-1-(4)-①

担当局/課

大項目

取組みの方針

事業期間

元気発進！子どもプラン
基
本
計
画

人を育てる

コ
ス
ト

6,451

その結果、実
現を目指す施
策名と成果

31,334

 適切な面接・電話相談対応 適切な面接・電話相談対応

平成２５年度

 適切な面接・電話相談対応

内容

施策名

平成22～26年度

適切な面接・電話相談対応

子育て・教育日本一を実感できる環境づくり

非行などから子どもを守る環境づくり

 適切な面接・電話相談対応

平成２２年度 平成２３年度

評価結果を検証した上で、
今後の事業の方向性（いつ
から何をどうするのか）を決
定する。

評
価

実
施
結
果

今
後
の
方
向
性

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施
策実現に対する影響はどう
なのか。
　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切な
のか。市の関与をなくすこ
とはできないのか。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得
られないか。または、同じコスト
でより高い効果を得られない
か。

２1年度に実施した結果、当
初計画（実施工程）に対す
る進捗状況はどうか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に
対し、効果があったのか。

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

単
年
度
計
画

実
施
状
況

現状

実
施
工
程

 適切な面接・電話相談対応
当初
計画

平成２１年度

現時点では、他の実施主体は考えられず、実施主体は市が適当だと考えます。

非行等の少年や不登校児童・発達障害児の増加に伴い、学校だけでは対応しきれない児童が通所で
きる施設として、また、養育、養護及び育成相談など様々な相談に積極的に対応するなど、事業目的を
十分に果たしており、有効性は高いと考えます。

最小の経費で最大の効果を挙げるべく、計画的かつ効率的な予算執行に努めて、運営しています。

不登校児童・発達障害児の増加に伴い、学校だけでは対応しきれない児童や非行等少年における居
場所として機能しており、必要性、適時性の高い事業と考えます。

　　A時点　－
　　B時点　－
　　C時点　22.7月【21年度：執行額】

事業費

うち一般財源 6,451

達成度

達成度

計画

実績

ア：事業の見直しを図
ることが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進める
ことが適当
エ：終了

ア

4

4

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

4

4

不登校、非行等の少年の生活習慣の確立、自学自習の援助やその家庭への支援を行い、学校や社会への復帰を図るととも
に、様々な相談等に応じるため、市内に少年支援室が５室あります。そのうち、３少年支援室(かなだ・わかぞの・くろさき)が「少年
補導センター」としての機能を有しており、来所、電話及び訪問により、年間延べ31,334件の相談が寄せられ、その対応を行いま
した。また、少年補導指導員や少年相談員により、少年の集まりやすいゲームセンターやスーパー等を定期的に巡回補導した
り、青少年を有害環境から守るための環境浄化活動をしたり、さらには、少年非行防止において啓発活動を行ったりしました。

面接・電話相談対応件数

不登校や非行相談等への対応や相談内容に応じた適切な支援を行うことが本事業の内容であることから、活動指標とし
て「面接・電話相談対応件数」を設定しました。

計画

実績

3,150

事業にかかった
人件費の目安(21年度）

内容



新規 継続

○

柱

①

②

③

年度

件

年度

千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

Ⅰ-1-(4)-①

少年支援室（あいおい・あだち）は、不登校児童の生活習慣の確立、自学自習の援助やその家庭への支援を行い、児童の学校
や社会への復帰を図るとともに、様々な教育相談に応じました。来所、電話及び訪問により、年間延べ8,946件の相談が寄せら
れ、対応しました。、

達成度

計画

実績

うち一般財源

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に
対し、効果があったのか。

コ
ス
ト

2,988

内容

　　A時点　－
　　B時点　－
　　C時点　22.7月【21年度：執行額】

1,050

事業費
事業にかかった

人件費の目安(21年度）

ア：事業の見直しを図
ることが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進める
ことが適当
エ：終了

ア

4

4

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

4

4

現時点では、他の実施主体は考えられず、実施主体は市が適当だと考えます。

不登校児童・発達障害児の増加に伴い、学校だけでは対応しきれない児童が通所できる施設として機
能しており、事業目的を十分に果たしており、有効性は高いと考えます。

最小の経費で最大の効果を挙げるべく、計画的かつ効率的な予算執行に努めて、運営しています。

不登校児童・発達障害児の増加に伴い、学校だけでは対応しきれない児童の居場所として機能してお
り、必要性、適時性の高い事業と考えます。

施策名

平成２１年度

適切な
面接・電話相談対応

成果

適切な
面接・電話相談対応

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

単
年
度
計
画

実
施
状
況

現状

実
施
工
程

当初
計画

適切な
面接・電話相談対応

2,988

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

何（誰）をどの
ような状態にし
たいのか。

市内に５室ある少年支援室のうち、あいおい・あだち少年支援室では、心因性の不登校児童等に対し、カウンセリングや遊戯・行動療法・学習
支援・集団活動及び体験活動等を実施し、学校復帰を目指しています。

８８１－４５５６
平成２１年度実施事業

基
本
計
画

経費区分

連絡先

子ども家庭局

元気発進！子どもプラン

事業期間大項目

事　業　名

主要施策 非行などから子どもを守る環境づくり

取組みの方針 子どもの健やかな成長を支える仕組みの整備

人を育てる

子育て・教育日本一を実感できる環境づくり

評価結果を検証した上で、
今後の事業の方向性（いつ
から何をどうするのか）を決
定する。

評
価

実
施
結
果

今
後
の
方
向
性

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施
策実現に対する影響はどう
なのか。
　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切な
のか。市の関与をなくすこ
とはできないのか。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得
られないか。または、同じコスト
でより高い効果を得られない
か。

２1年度に実施した結果、当
初計画（実施工程）に対す
る進捗状況はどうか。

事　業　評　価　票

内容

非行などから子どもを守る環境づくり

担当局/課

平成22～26年度

子ども総合センター

目標

裁量的経費

教育相談事業（適応指導教室を含む）

関連計画

その結果、実
現を目指す施
策名と成果

平成２４年度

本事業は施策に対する有効性も高く、子どもたちを守る環境づくりを行ううえにおいて、重要な事業の
一つであると考えています。今後も目標の達成に向け、着実な取組みを進めていくことが必要だと考え
ています。
また、２少年支援室は、適応指導教室としての機能を有しており、他の３室とは、機能が全く異なってい
るにもかかわらず、施設名称が同一で、市民にとって分かりづらいため、その機能が分かるよう名称変
更等するなどし、適切かつ効率的な相談対応ができるように取組む必要があると考えます。

適切な
面接・電話相談対応

適切な
面接・電話相談対応

適切な
面接・電話相談対応

適切な
面接・電話相談対応

計画変更理由平成２２年度 平成２３年度

適切な
面接・電話相談対応

適切な
面接・電話相談対応

平成２５年度

適切な
面接・電話相談対応

平成２１年度

8,946

達成度

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

面接・電話相談対応件数

不登校やいじめ等の相談への対応や相談内容に応じた適切な支援を行うことが本事業の内容であることから、活動指標
として「面接・電話相談対応件数」を設定しました。

計画

実績

A時点：－ B時点：- C時点：22. 7月

●

－



新規 継続

○

柱

①

②

③

年度

人

年度

千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

A時点：－ B時点：- C時点：22. 7月

●

目標

平成２４年度 計画変更理由

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

何（誰）をどの
ような状態にし
たいのか。

本事業は、有害環境から子どもたちを守る環境づくりを行う上で、重要な事業の一つであると考えてい
ます。そのため、一層の周知啓発が必要であると考えており、より多くの方に教室に参加していただくな
どのＰＲをしていきたいと考えています。

・「出会い系サイト」被害防
止教室の実施（出前講演）
・リーフレット等による啓発
活動
・懇談会の開催

平成２１年度

事　業　評　価　票

連絡先

事　業　名

主要施策 非行などから子どもを守る環境づくり

582-2392平成２１年度実施事業
関連計画

青少年課子ども家庭局

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

裁量的経費

子ども・保護者のメディアリテラシー向上やネット監視対策に向けた取り組み

経費区分子どもの健やかな成長を支える仕組みの整備

成果

「出会い系サイト」をはじめとするインターネット・携帯電話でのトラブルに子どもたちが巻き込まれる事件が多発し、青少年を取り巻く新たな有
害環境として問題になっていることから、広報・啓発を中心とした有害サイト等メディア上の有害情報対策（①「『出会い系サイト』被害防止教
室」②「リーフレット等による啓発活動」③「青少年を取り巻く有害環境に関する懇談会（携帯電話）」を推進します。

Ⅰ-1-(4)-①

担当局/課

大項目

取組みの方針

事業期間

新新子どもプラン
基
本
計
画

人を育てる

コ
ス
ト

538

その結果、実
現を目指す施
策名と成果

142

・「出会い系サイト」被害防
止教室の実施（出前講演）
・リーフレット等による啓発
活動
・懇談会の開催

平成２５年度

内容

施策名

平成２1年～

・「出会い系サイト」被害防
止教室の実施（出前講演）
・リーフレット等による啓発
活動

子育て・教育日本一を実感できる環境づくり

非行などから子どもを守る環境づくり

平成２２年度 平成２３年度

評価結果を検証した上で、
今後の事業の方向性（いつ
から何をどうするのか）を決
定する。

評
価

実
施
結
果

今
後
の
方
向
性

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実
現に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なの
か。市の関与をなくすことはで
きないのか。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得ら
れないか。または、同じコストで
より高い効果を得られないか。

２1年度に実施した結果、当
初計画（実施工程）に対す
る進捗状況はどうか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、
効果があったのか。

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

単
年
度
計
画

実
施
状
況

現状

実
施
工
程

・「出会い系サイト」被害防
止教室の実施（出前講演）
・リーフレット等による啓発
活動

当初
計画

平成２１年度

親に対する啓発を行い、子どもたちを犯罪から守り健全育成・非行防止を図っていく上で、市が積極的
に実施主体として関与していく必要があると考えています。

保護者や児童に対する周知・啓発により、「出会い系サイト」に関わる被害児童者数は減少傾向にある
が、その他のサイトに関わる被害児童者数は増加傾向にあります。

「出会い系サイト」被害防止教室に、外部講師のみではなく、子ども家庭局からも講師派遣を行ってい
ます。

「出会い系サイト」をはじめとする問題に、児童が被害者となって関わるケースが多く見られます。

　　A時点　－
　　B時点　－
　　C時点　22.7月【21年度：執行額】

事業費

うち一般財源 538

達成度

達成度

計画

実績

ア：事業の見直しを図
ることが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進める
ことが適当
エ：終了

ア

4

4

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

3

4

当初計画どおり実施。
・「『出会い系サイト』被害防止教室」を実施し、計１４２人が参加した。
・リーフレット「ケータイの落とし穴」を作成し、新小学１年生の保護者に配布した。

「出会い系サイト」被害防止教室の参加者数（出前講演）

子どもたちが巻き込まれる事件が多発し、青少年を取り巻く新たな有害環境として問題になっていることから、より多くの
方に教室に参加していただき、広報・啓発を中心とした有害サイト等メディア上の有害情報対策を推進します。

計画

実績

1,500

事業にかかった
人件費の目安(21年度）

内容



新規 継続

○

柱

①

②

③

年度

人

年度

人

千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

Ⅰ-1-(4)-①

  平成22年1月20日から3月31日までの間、22時から翌日4時まで、小倉地区及び八幡地区をパトロール（１班３名体制の２班で
巡回）し、青少年への声掛けにより帰宅を促しました。その結果、声掛けを行った人数は、両地区合わせて559人でした。

声掛け件数

達成度

計画

実績 559

声掛けを行い帰宅を促す

うち一般財源

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に
対し、効果があったのか。

コ
ス
ト

5,248

内容
419

補導者数の前年比減

警察による補導者数(1月～3
月)は前年比で減少

　　A時点　－
　　B時点　－
　　C時点　22.7月【21年度：執行額】

3,490

事業費
事業にかかった

人件費の目安(21年度）

ア：事業の見直しを図
ることが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進める
ことが適当
エ：終了

ア

4

4

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

4

4

警察やＮＰＯにより深夜補導を行っているが、青少年の健全育成及び健全なまちづくりを図っていく上
で、実施主体として市が関与していくことは適切であると考えています。

平成22年1月20日から3月31日までの間、22時から翌日4時までパトロールを実施した結果、声掛けを
行った人数は559人であった。パトロール期間中の警察による「深夜はいかい」に係る補導人員は前年
同月比で減少しており、本事業実施の効果があったと考えています。

指名競争入札により、民間警備業者に委託しています。
パトロール体制及びパトロール箇所などの見直しにより、効率的な事業運営に努めます。

平成21年の不良行為少年に係る補導人員は18,245人で、その内「深夜はいかい」に係る補導人員は
10,295人（前年比684人増）と最も多い。このような不良行為は、本格的な非行へとエスカレートするお
それがあり、早期に発見して正しく指導することが何より大切です。

施策名

平成２１年度

・1月中旬～3月末に実施
（１２月補正予算）

成果

シンナー等薬物乱用少年の検挙補導者数

刑法犯少年の検挙補導者数

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

単
年
度
計
画

実
施
状
況

現状

実
施
工
程

当初
計画

巡回中に青少年への声掛けを行い帰宅を促します。

・1月中旬～3月末に実施
（１２月補正予算）

-

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

何（誰）をどの
ような状態にし
たいのか。

・「青少年深夜防犯パトロール事業」として、民間警備会社に委託し、22時から翌日4時まで市内全域において、１班３名体制の２班で巡回しま
す。
・青少年がたむろしそうな深夜営業中の店舗、駅周辺、公園などを巡回し、深夜はいかいをしている青少年への声掛けを行い帰宅を促すこと
により、事件に巻き込まれたり生活習慣が乱れたりすることを防止し、青少年の健全な生活を確保します。

582-2392
平成２１年度実施事業

基
本
計
画

経費区分

連絡先

子ども家庭局

新新子どもプラン

事業期間大項目

事　業　名

主要施策 非行などから子どもを守る環境づくり

取組みの方針 子どもの健やかな成長を支える仕組みの整備

人を育てる

子育て・教育日本一を実感できる環境づくり

評価結果を検証した上で、
今後の事業の方向性（いつ
から何をどうするのか）を決
定する。

評
価

実
施
結
果

今
後
の
方
向
性

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施
策実現に対する影響はどう
なのか。
　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切な
のか。市の関与をなくすこ
とはできないのか。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得
られないか。または、同じコスト
でより高い効果を得られない
か。

２1年度に実施した結果、当
初計画（実施工程）に対す
る進捗状況はどうか。

事　業　評　価　票

内容

非行などから子どもを守る環境づくり

担当局/課

Ｈ２１年度～

青少年課

目標

補正予算

深夜補導の実施

関連計画

その結果、実
現を目指す施
策名と成果

平成２４年度

本事業は施策に対する有効性も高く、青少年の健全育成を図っていく上で、重要な事業の一つである
と考えています。今後も目標の達成に向け、パトロール体制やパトロール箇所などの見直しにより、着
実な取組みを進めていくことが必要だと考えています。

・7月中旬～11月末に実施
（６月補正予算）

・12月～3月末に実施予定
（９月補正予算）

・5月～翌年3月(11ヶ月間)
実施予定

計画変更理由平成２２年度 平成２３年度

・7月中旬～11月末に実施
（６月補正予算）

・12月～3月末に実施予定
（９月補正予算）

平成２５年度

・5月～翌年3月(11ヶ月間)
実施予定

平成２１年度

達成度

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

深夜はいかいに係る補導者数

深夜補導の実施により、深夜はいかいに係る補導者数の減少を図ります。

計画

実績

A時点：－ B時点：- C時点：22. 7月

●



新規 継続

○

柱

①

②

③

年度

件

年度

千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

A時点：－ B時点：- C時点：22. 7月

●

―

目標

平成２４年度 計画変更理由

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

何（誰）をどの
ような状態にし
たいのか。

北九州市若者応援サイト「エール」の運営を継続すると共に、平成２２年度については、
①「（仮称）子ども・若者支援地域協議会」の設置・運営
②ユースアドバイザー養成講習会の開催
③若者の意識や生活実態等に関する調査・研究
を行い、若者の応援環境づくりを推進します。

北九州市子ども・若者支援地域協
議会の設置・運営

ユースアドバイザー養成講習会の
開催

若者の意識や生活実態等に関する
調査・研究

平成２１年度

事　業　評　価　票

連絡先

事　業　名

主要施策 非行などから子どもを守る環境づくり

５８２－２３９２
平成２１年度実施事業

関連計画

青少年課子ども家庭局

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

特別経費（重点）

若者のための応援環境づくりの推進

経費区分子どもの健やかな成長を支える仕組みの整備

成果

　ニート（若年無業者）やひきこもり、不安定な雇用形形態等、雇用情勢の悪化や経済的格差の拡大、家族や周囲との円滑なコミュニケーショ
ンの欠如などにより、将来を見通せない不安の中で、社会生活を円滑に営む上での「困難」を抱えている子どもや若者が増加しています。
　そこで、若者の自立を支援するため、若者向けのホームページを開設し運営を行います。

Ⅰ-1-(4)-①

社会生活を円滑に営む上での困難を抱えている若者の割合

担当局/課

大項目

取組みの方針

事業期間

北九州市次世代育成行動計画
基
本
計
画

人を育てる

コ
ス
ト

1,512

その結果、実
現を目指す施
策名と成果

若者向けホームページへのアクセス件数

2ヶ月 4,587

（仮称）子ども・若者支援地域協議
会の設置・運営

ユースアドバイザー養成講習会の
開催

若者の意識や生活実態等に関する
調査・研究

平成２５年度

内容

施策名

平成２１年度～

若者向けホームページの作成・運営

子育て・教育日本一を実感できる環境づくり

非行などから子どもを守る環境づくり

平成２２年度 平成２３年度

評価結果を検証した上で、
今後の事業の方向性（いつ
から何をどうするのか）を決
定する。

評
価

実
施
結
果

今
後
の
方
向
性

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施
策実現に対する影響はどう
なのか。
　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切な
のか。市の関与をなくすこ
とはできないのか。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得
られないか。または、同じコスト
でより高い効果を得られない
か。

２1年度に実施した結果、当
初計画（実施工程）に対す
る進捗状況はどうか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に
対し、効果があったのか。

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

単
年
度
計
画

実
施
状
況

現状

実
施
工
程

若者向けホームページの作成・運営

当初
計画

平成２１年度

本市では、若者の自立支援に取り組むＮＰＯ法人や民間団体等の社会資源に乏しく、平成22年度から
スタートした「元気発進！子どもプラン」において、「若者の自立支援」を新たな施策の一つに掲げ、積
極的に取り組み始めたところです。

平成22年2月22日に開設し、3月31日までに4,587件のアクセスがありました。今後も内容の充実に め
ると共に、現在は、行政からの情報提供（一方向）のみのサイトとして公開していますが、「（仮称）青少
年応援センター」の開設に併せ、メールマガジンの配信やメール相談等、双方向の情報発信サイトとし
て機能を充実します。

ホームページソフトウェアをネットワーク経由のサービス利用型（ＳａａＳ型）とし、開発コストを低減しまし
た。また、同サービス利用型により運営コストも低減しています。

ニート（若年無業者）やひきこもり、不安定な雇用形態等、雇用情勢の悪化や経済的格差の拡大、家族や周囲との
円滑なコミュニケーションの欠如などにより、将来を見通せない不安の中で、社会生活を円滑に営む上での「困難」
を抱えている子どもや若者が増加しています。若者の自立を支援するため、積極的に取り組む必要があります。

　　A時点　－
　　B時点　－
　　C時点　22.7月【21年度：執行額】

事業費

うち一般財源 1,512

達成度

達成度

計画

実績

ア：事業の見直しを図
ることが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進める
ことが適当
エ：終了

ア

4

4

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

3

4

若者向けホームページを平成22年2月22日に開設しました。当初計画どおり開設し、運営を始めたところであり、今後も内容の充
実に努めます。

若者向けホームページへのアクセス件数の増加

インターネット等により、若者に有益な情報（就業支援等の各種施策、各種相談窓口、市の魅力、仲間づくり等）やそれぞ
れの専門機関の情報等を効果的かつタイムリーに発信します。

計画

実績

900

事業にかかった
人件費の目安(21年度）

内容


